
岡崎市高齢者能力活用推進事業費補助金交付要綱

（補助金の交付）

第１条 市は、高齢者に、臨時的かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機

会を提供する高齢者能力活用推進事業（以下「事業」という。）を行う公益社団法人岡崎

市シルバー人材センターの運営に必要な経費に対し、予算の範囲内において、岡崎市高齢

者能力活用推進事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付する。

（規則との関係）

第２条 補助金の交付に関しては、岡崎市市費補助金等に関する規則（昭和34年岡崎市規則

第３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（申請者の資格）

第３条 補助金の交付を申請することのできる者は、公益社団法人岡崎市シルバー人材セン

ターとする。

（補助金の対象）

第４条 補助金は、事業に要する経費のうち、別表に掲げる補助対象となる経費（以下「補

助対象経費」という。）に対して交付する。

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、補助対象経費から国庫補助金収入（補助対象経費に係るものに限る。）

及び本市から発注を受けた業務に係る代金の内事務費の額に100分の70を乗じて得た額を

控除した額の10分の10以内で市長の定める額とする。ただし、市長が特別に認める場合は

この限りでない。

２ 前項に定める補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。

（交付申請）

第６条 補助金の交付を申請しようとする者は、岡崎市高齢者能力活用推進事業費補助金交

付申請書（様式第１号）に事業計画書、収支予算書を添え、事業開始前までに、市長に提

出しなければならない。

（交付決定）

第７条 市長は、前条に規定する申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認められ

たときは、補助金の交付決定をし、規則第７条の規定に基づき通知するものとする。

（補助事業の内容変更、中止等）

第８条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助事業の内容を変更しようとするとき又は市

費補助事業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けな

ければならない。

（実績報告）

第９条 補助金の交付の決定を受けた者は、岡崎市高齢者能力活用推進事業費補助金実績報



告書（様式第２号）に事業報告書、収支計算書を添え、当該事業の完了（中止及び廃止を

含む。）後20日以内に市長に提出しなければならない。

（補助金の交付時期）

第10条 補助金は、補助金の額の確定を受けた者からの請求により交付する。ただし、市長

が必要と認める場合には、補助金の交付の決定を受けた者からの請求により、当該年度の

４月及び９月に概算払により交付することができる。

（額の確定と精算）

第11条 市長は、第９条の報告を受けたときは、速やかにその内容を検査し、補助金額の確

定をし、規則第11条の規定に基づき通知するものとする。この場合において、既にその額

を超える市費補助金等が交付されているときは、補助金の交付を受けた者は、市長の指定

する期限までに、確定した金額を超える補助金を返還しなければならない。

附 則

１ この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和９年３月31日限り、その効力を失う。

附 則

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。

附 則

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和６年３月 31 日限り、その効力を失う。

附 則

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

２ この要綱による改正前の岡崎市高齢者能力活用推進事業費補助金交付要綱第12条の規

定による財産処分の制限に係る同条の規定の適用については、なお従前の例による。



様式第１号

年 月 日

岡崎市高齢者能力活用推進事業費補助金交付申請書

（宛先）岡崎市長

（申請者）所在地

団体名

代表者名

担当者名

連絡先

下記の要領により、岡崎市高齢者能力活用推進事業費補助金を交付してく

ださい。

記

１ 市費補助事業の目的

２ 市費補助事業の内容

３ 事業完了予定期日

４ 交付を受けようとする市費補助金の額及び算定基礎

５ 市費補助事業等の経費の配分及び使用方法

６ 添付書類



様式第２号

年 月 日

岡崎市高齢者能力活用推進事業費補助金実績報告書

（宛先）岡崎市長

（申請者）所在地

団体名

代表者名

担当者名

連絡先

年 月 日付け 岡崎市指令 第 号で岡崎市高齢者能力活用推進

事業費補助金の交付決定がありました事業は、下記のとおり完了しました。

記

１ 市費補助事業等の名称

高齢者能力活用推進事業

２ 市費補助金等の交付決定額及びその精算額

交付決定額 円

精 算 額 円

３ 市費補助事業等の実施期間

年 月 日から 年 月 日まで

４ 市費補助事業等の成果

５ 添付書類



別表

区 分 補 助 対 象 経 費

人 件 費

① 職員俸給、諸手当

職員基本給、職員特別給与（賞与）、扶養手当、通勤手当、住居手当、地域手当、

超過勤務手当等

② 社会保険料

健康保険料、厚生年金保険料、労働保険料、児童手当拠出金等の法定福利費のうち事業主

負担分

③ 役員報酬

④ その他

職員の健康診断に要する費用、職員退職給与引当金、同積立金又は中小企業退職共済掛金

賃 金 臨時に雇用する職員の賃金


